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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第47期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期

第１四半期連結 
累計期間 

第48期
第１四半期連結 

累計期間 
第47期

会計期間 
自 平成22年９月１日
至 平成22年11月30日 

自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日 

自 平成22年９月１日
至 平成23年８月31日 

売上高（百万円）  20,156  16,833  74,515

経常利益（百万円）  689  2,216  6,153

四半期（当期）純利益（百万円）  125  635  2,263

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  106  631  2,246

純資産額（百万円）  3,642  6,112  5,480

総資産額（百万円）  96,830  77,620  80,533

１株当たり四半期（当期）純利益（円）  0.21  2.69  9.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益（円） 
 ―  ―  ―

自己資本比率（％）  3.6  7.7  6.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,927  2,370  12,333

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,203  △1,101  △5,471

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △723  △2,111  △7,556

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（百万円） 
 8,150  5,613  6,455

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判断

したものであります。 

（1）経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日）におけるわが国の経済は、東日本大

震災の影響により依然として厳しい状況にあるなか、「家計調査」の個別の指標において実質消費支出の増加が

見られるなど、景気は緩やかに持ち直しておりますが、外食における実質消費支出は前年を下回る月が見られ、

雇用・所得環境や電力供給の制約など、当社事業活動の主要なマーケットである業務店市場に影響を及ぼす動向

には引き続き留意が必要な状況にあります。 

 このような状況の中、当社グループでは、引き続き、経営基盤の一層の充実を図り、企業価値の更なる増大を

実現するべく全社的な構造改革に断続的に取り組んでまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は売上高 百万円（前年同四半期比 ％減）、営業利益

百万円（前年同四半期比 ％増）、経常利益 百万円（前年同四半期比 ％増）、また、四半期純

利益につきましては、 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。 

 当社グループの各セグメント別の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）及び営業利益は以

下のとおりであります。 

 ＜音楽配信事業＞ 

 音楽配信事業は、創業以来、当社グループ事業の主軸であり、今後においても、その安定的な収益基盤の維持

及び強化を図っていく必要があると認識しております。このため、業務店向け・個人向け市場においてのシェア

拡大に向けた取り組みとして以下の施策を実施してまいりました。 

 ①法人顧客（チェーン店市場）における新たな収益源の構築と顧客数増を目的とした付加価値商材・新サービ

スなどの提案 

 ②生涯収益が高いと見込まれる新規オープン店に対する営業活動への注力 

 ③既顧客に対するフォロー営業やＣＳ向上施策による顧客数減少の抑止と長期利用の促進 

 その結果、音楽配信事業における当第１四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同四半期比

％減）、営業利益は 百万円（前年同四半期比 ％減）となりました。 

 ＜業務用システム事業＞ 

 業務用システム事業においては、ホテル・病院等の管理システムの開発、自動精算機の製造販売等を㈱アルメ

ックスが行っております。当該事業においては、関連法令の改正や、最近の環境変化を捉え、的確な営業戦略に

基づき売上増を図り、利益の最大化に努めてまいります。 

 その結果、業務用システム事業における当第１四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同四半

期比 ％減）、営業利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。 

 ＜ＩＣＴ事業＞ 

 ＩＣＴ事業においては、法人向け光回線事業やアプリケーションサービス事業等を行っております。当該事業

においては、各企業様におけるクラウド系サービスやデータセンターサービスに対する需要が高まっていること

を踏まえ、以下の施策を実施してまいりました。 

 ①光回線顧客拡大のための新サービスの開発・投入 

 ②顧客ニーズに応えるサービスラインアップの拡充 

 ③豊富なサービスラインアップによるオフィス環境改善に向けた提案営業 

 その結果、ＩＣＴ事業における当第１四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同四半期比

％減）、営業利益は 百万円（前年同四半期は 百万円の営業損失）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

16,833 16.5

2,496 74.3 2,216 221.3

635 405.7

10,446

5.8 2,456 4.4

3,429

2.4 189 6.2

2,174 35.3

189 338
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 ＜その他事業＞ 

 その他事業として、既存業務店顧客の集客を支援する集客支援事業や音楽著作権の管理、開発事業等を行って

おります。 

 集客支援事業においては、飲食店向け集客支援サービス「グルメＧｙａＯ」に加え、クーポン共同購入サービ

スである「ピタチケット」を展開しております。当該事業においては、音楽配信事業顧客に対する付加価値サー

ビスとしての事業強化を行うとともに、事業利益の最大化を目的とした業務効率化を推進してまいりました。 

 音楽著作権の管理、開発事業は㈱ユーズミュージックが行っております。当該事業においては、音楽配信事業

のより一層の発展に向けた楽曲プロモーション媒体の的確な提案・提供などにより、レコードメーカー顧客との

関係の強化に取り組んでまいりました。 

 その結果、その他事業における当第１四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同四半期比 ％

減）、営業損失は 百万円（前年同四半期は 百万円の営業損失）となりました。 

（2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、 百万円（前連結

会計年度末比 ％減）となりました。 

（資産） 

 流動資産は、主として現金及び預金が 百万円減少したこと、受取手形及び売掛金が 百万円増加したこと

等により、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、 百万円（前連結会計年度末比 ％減）となりまし

た。 

 また、固定資産は、建物及び構築物が 百万円減少したこと、土地が 百万円減少したこと、のれんが

百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、 百万円（前連結会計年度末比

％減）となりました。 

（負債） 

 負債に関しましては、長期借入金が 百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ 百万円

減少し、 百万円（前連結会計年度末比 ％減）となりました。 

（純資産） 

 純資産に関しましては、四半期純利益を 百万円計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ 百万円

増加し、 百万円（前連結会計年度末比 ％増）となりました。 

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ 百万円減少の 百万円となりました。当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間の営業活動による資金の収入は 百万円（前年同四半期比 ％減）となりまし

た。その主な要因は、税金等調整前四半期純利益を 百万円、減価償却費及びのれん償却額を 百万円、減

損損失を 百万円計上したこと等により資金が増加した一方、前受金の減少が 百万円、売上債権の増加が

百万円であったこと等により、営業活動による資金の収支が一部減殺されております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間の投資活動による資金の支出は 百万円（前年同四半期比 ％減）となりまし

た。その主な要因は、有形固定資産の取得により資金が 百万円減少したこと、有形固定資産の除却により資金

が 百万円減少したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間の財務活動による資金の支出は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりま

した。その主な要因は、長期借入金の返済により資金が 百万円減少したこと等によるものであります。 

827 63.9

57 730

2,913 77,620

3.6

841 182

485 16,600 2.8

1,147 738 389

2,427 61,019

3.8

2,005 3,544

71,508 4.7

635 631

6,112 11.5

842 5,613

2,370 19.0

661 1,872

1,080 560

182

1,101 8.5

926

179

2,111 191.9

2,005
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

（6）生産、受注及び販売の実績 

 当第１四半期連結累計期間において、ＩＣＴ事業及びその他事業の商品仕入及び販売実績が著しく減少いたし

ました。これは主に、前連結会計年度において、個人向け回線販売事業及びテレビ向け有料映像配信サービス事

業の承継及び譲渡を実施したことによるものであります。 

2012/01/16 10:55:4911788349_第１四半期報告書_20120116105524

- 4 -



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）第１種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

１．優先配当金 

(1）当社は、毎事業年度の末日の最終の株主名簿に記載又は記録された第１種優先株式を有する株主（以下

「第１種優先株主」という。）又は第１種優先株式の登録株式質権者（以下「第１種優先登録株式質権

者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質

権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第１種優先株式１株につき、500万円に年8.5％

を乗じた額（ただし、当該事業年度において次項に定める優先中間配当金の支払いを行ったときは、その

額を控除した額とする。）の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払われる金銭及び第１種優先

中間配当金をあわせて「第１種優先配当金」という。）を行う。但し、平成21年８月31日に終了する事業

年度に属する日を基準日とする第１種優先配当金の額は、第１種優先株式１株につき、500万円に年8.5％

を乗じた額に、平成21年２月27日（同日を含む。）から平成21年８月31日（同日を含む。）までの日数を

乗じ、365で除して算出した額（１円未満を切り上げる。）とする。 

(2）当社は、中間配当を行うときは、第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普

通登録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき、500万円に年4.25％を乗じた額の金銭による剰

余金の配当（かかる配当により支払われる金銭を「第１種優先中間配当金」という。）を行う。 

(3）ある事業年度において、第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金

の配当の額が第１種優先配当金の額に達しないときは、その第１種優先株式１株あたりの不足額（以下

「累積未払配当金」という。）は翌事業年度以降に累積する。累積未払配当金については、前２項に定め

る剰余金の配当に先立ち、第１種優先株式１株につき累積未払配当金の額に達するまで、第１種優先株主

又は第１種優先登録株式質権者に対して金銭による剰余金の配当を行う。 

(4）第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、第１種優先配当金を超えて剰余金の配当は行

わない。ただし、当会社が会社法第758条第８号ロ、第760条第７号ロ、第763条第12号ロ又は第765条第１

項第８号ロに定める剰余金の配当を行う場合については、この限りでない。 

２．残余財産の分配 

(1）当社は、残余財産を分配するときは、第１種優先株主又は第１種優先株式登録質権者に対し、普通株主又

は普通登録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき、500万円及び累積未払配当金の合計額の金

銭を支払う。 

(2）第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  542,495,988

第１種優先株式  10,000

計  542,505,988

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成23年11月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成24年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  207,148,891  207,148,891

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

10株 

第１種優先株式  780  780 非上場 （注） 

計  207,149,671  207,149,671 ― ― 
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３．議決権 

 第１種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

４．種類株主総会の決議 

(1）当社が、会社法第322条第１項第１号に基づき第１種優先株式にかかる種類株主総会決議を得ることが必

要な行為をする場合には、第１種優先株式にかかる種類株主総会において会社法第324条第２項に定める

決議を得なければならない。 

(2）第１種優先株式については、前項に定める場合を除き、会社法第322条第１項に定める種類株主総会の決

議を要しない。 

５．取得請求権 

 第１種優先株主は、平成26年３月１日以降、当社が当該第１種優先株主の有する第１種優先株式の全部又は

一部を取得することと引き換えに発行会社に対し１株につき500万円に、累積未払配当金、及び500万円に年

8.5％を乗じた額に取得日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの日数

を乗じ、365で除して算出した額（１円未満を切り上げる。）（但し、当該事業年度において第１種優先中間

配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。）を加算した額の金銭を交付することを請求すること

ができる。 

６．取得条項 

 当社は、平成24年３月１日以降で取締役会が別に定める日に、１株につき500万円に、累積未払配当金、及

び500万円に年8.5％を乗じた額に取得日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日（同日を含

む。）までの日数を乗じ、365で除して算出した額（１円未満を切り上げる。）（但し、当該事業年度におい

て第１種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。）を加算した額の金銭の交付と引換

えに、第１種優先株式の全部又は一部を取得することができる。なお、一部を取得するときは、抽選又は按分

比例の方法によりこれを行う。 

７．単元株式数 

 単元株式数は１株である。 

８．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。 

９．議決権を有しないこととしている理由 

 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためである。 

10．株式の種類ごとに異なる数の単元株式数を定めている理由  

 株主管理コストの削減のため普通株式の単元株式の数は10株としておりますが、株主総会において議決権を

有しない第１種優先株式の単元株式の数は１株としている。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年９月１日～ 

平成23年11月30日  
 ―

普通株式  

 

第１種優先株式 

  

207,148,891

780

      ―  66,116  ―  41,807
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当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

（注）１. 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が15,570株（議決権

の数は1,557個）含まれております。 

   ２. 「単元未満株式」の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式９株及び自己株式９株が含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

（注）「自己保有株式」の「自己名義所有株式数」及び「所有株式数合計」の欄に含まれない単元未満株式が９株

あります。なお、当該株式は上表①の「単元未満株式」の欄に含まれております。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  第１種優先株式    780 － 

「１(1) ②発行済株

式」の「内容」の記

載を参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － ― 

議決権制限株式（その他） － － ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

 普通株式    1,069,320
－ ― 

（相互保有株式） 

 普通株式       － 
－ ― 

完全議決権株式（その他）  普通株式   205,998,940  20,599,894 （注）１ 

単元未満株式  普通株式       80,631 － （注）２ 

発行済株式総数         207,149,671 － ― 

総株主の議決権 －  20,599,894 ― 

  平成23年11月30日現在

所有者の名称又は
氏名 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

 ㈱ＵＳＥＮ 

東京都港区北青山

三丁目１番２号 
 1,069,320  －  1,069,320  0.52

計 ―  1,069,320  －  1,069,320  0.52

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年９月１日から

平成23年11月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年８月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,463 5,622

受取手形及び売掛金 4,904 5,086

商品及び製品 528 489

仕掛品 206 320

原材料及び貯蔵品 1,243 1,250

その他 4,231 4,315

貸倒引当金 △492 △485

流動資産合計 17,086 16,600

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,741 20,593

土地 26,387 25,649

その他（純額） 3,143 3,215

有形固定資産合計 51,272 49,458

無形固定資産   

のれん 6,426 6,036

その他 2,951 2,779

無形固定資産合計 9,377 8,816

投資その他の資産   

その他 8,237 8,196

貸倒引当金 △5,440 △5,451

投資その他の資産合計 2,797 2,744

固定資産合計 63,446 61,019

資産合計 80,533 77,620

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,114 5,156

1年内返済予定の長期借入金 4,040 4,039

その他 12,757 11,371

流動負債合計 21,911 20,567

固定負債   

長期借入金 49,070 47,066

退職給付引当金 3,359 3,201

その他 710 672

固定負債合計 53,141 50,940

負債合計 75,052 71,508
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年８月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 66,116 66,116

資本剰余金 62,381 62,381

利益剰余金 △122,534 △121,898

自己株式 △531 △531

株主資本合計 5,431 6,067

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △84 △88

その他の包括利益累計額合計 △84 △88

新株予約権 133 133

純資産合計 5,480 6,112

負債純資産合計 80,533 77,620
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 

 至 平成22年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 20,156 16,833

売上原価 9,615 7,224

売上総利益 10,541 9,608

販売費及び一般管理費 9,109 7,112

営業利益 1,432 2,496

営業外収益   

持分法による投資利益 20 17

その他 85 62

営業外収益合計 106 79

営業外費用   

支払利息 699 290

その他 149 68

営業外費用合計 849 359

経常利益 689 2,216

特別利益   

固定資産売却益 103 －

償却債権取立益 83 －

その他 48 －

特別利益合計 236 －

特別損失   

固定資産除却損 483 474

減損損失 73 1,080

その他 267 －

特別損失合計 824 1,554

税金等調整前四半期純利益 101 661

法人税、住民税及び事業税 28 66

法人税等調整額 △32 △41

法人税等合計 △4 25

少数株主損益調整前四半期純利益 105 635

少数株主損失（△） △19 －

四半期純利益 125 635
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 

 至 平成23年11月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 105 635

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 △4

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 0 △4

四半期包括利益 106 631

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 126 631

少数株主に係る四半期包括利益 △19 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 101 661

減価償却費 1,599 1,482

減損損失 73 1,080

のれん償却額 332 389

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 4

賞与引当金の増減額（△は減少） 565 △532

退職給付引当金の増減額（△は減少） △186 △158

支払利息 699 290

持分法による投資損益（△は益） △20 △17

固定資産売却損益（△は益） △103 －

固定資産除却損 483 474

売上債権の増減額（△は増加） 806 △182

仕入債務の増減額（△は減少） △2 △157

前受金の増減額（△は減少） △508 △560

未払費用の増減額（△は減少） 410 274

たな卸資産の増減額（△は増加） △63 △80

その他 △417 △159

小計 3,774 2,809

利息及び配当金の受取額 2 1

利息の支払額 △698 △287

法人税等の支払額 △150 △153

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,927 2,370

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △956 △926

有形固定資産の売却による収入 140 －

有形固定資産の除却による支出 △262 △179

その他 △123 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,203 △1,101

財務活動によるキャッシュ・フロー   

制限付預金の引出による純増減額（△は減少） 3,306 △1

長期借入金の返済による支出 △3,610 △2,005

その他 △420 △105

財務活動によるキャッシュ・フロー △723 △2,111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,000 △842

現金及び現金同等物の期首残高 7,024 6,455

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

125 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,150 ※  5,613
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（連結納税制度の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。 

  

【追加情報】
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年８月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年11月30日） 

 偶発債務 

 （１）下記会社のリース取引等に対し、債務保証を行っ

ております。  

 （２）下記会社のリース会社に対する割賦債務に対し、

債務保証を行っております。 

  ㈱エクシング    1,118 百万円

  ㈱ＵＣＯＭ  91   

  ㈱ユーネットワークス  0   

   合計  1,210   

  ㈱エクシング    184 百万円

  顧客 63件  4   

   合計  189   

 偶発債務 

 （１）下記会社のリース取引等に対し、債務保証を行っ

ております。  

 （２）下記会社のリース会社に対する割賦債務に対し、

債務保証を行っております。 

  ㈱エクシング    832 百万円

  ㈱ＵＣＯＭ  58   

  ㈱ユーネットワークス  0   

   合計  891   

  ㈱エクシング    158 百万円

  顧客 25件  2   

   合計  161   

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年11月30日現在）

（百万円） 

  現金及び預金勘定  8,664

  拘束性預金 △514

  現金及び現金同等物 8,150

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年11月30日現在）

（百万円） 

  現金及び預金勘定  5,622

  拘束性預金 △9

  現金及び現金同等物 5,613

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、既存業務店顧客の集

客を支援する集客支援事業や音楽著作権の管理、開発事業、テレビ向け有料映像配信サービス

事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益の調整額 百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、既存業務店顧客の集

客を支援する集客支援事業や音楽著作権の管理、開発事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益の調整額 百万円は、セグメント間取引消去等であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   ４．「ＩＣＴ事業」については、前第１四半期連結会計期間まで「ネットワーク事業」として開示

しておりましたが、平成22年12月22日付で、個人向け回線販売事業の承継及び譲渡を実施した

ことに伴い、法人向けインターネット回線販売及びそれに付随するアプリケーションサービス

等の重要性が高まったことから、前第２四半期連結会計期間よりセグメントの名称変更を行っ

ております。 

      なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報についても変更後の名称で表示しており

ます。当該名称変更がセグメント情報に与える影響はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 音楽配信事業 

業務用 
システム事業

ＩＣＴ事業 計

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
 11,063  3,448 3,359 17,872 2,284  20,156  ― 20,156

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

 26  63 0 89 7  97  △97 ―

計  11,090  3,511 3,360 17,962 2,292  20,254  △97 20,156

セグメント利益

又は損失（△） 
 2,568  178 △338 2,408 △730  1,677  △245 1,432

△245

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 音楽配信事業 

業務用 
システム事業

ＩＣＴ事業 計

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
 10,429  3,417 2,173 16,020 813  16,833  ― 16,833

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

 16  11 0 29 14  43  △43 ―

計  10,446  3,429 2,174 16,049 827  16,876  △43 16,833

セグメント利益

又は損失（△） 
 2,456  189 189 2,835 △57  2,777  △281 2,496

△281
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「その他」において、売却の意思決定をした保有不動産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上しております。 

 なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては 百万円であります。 

  

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

該当事項はありません。 

  

1,080

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日） 

１株当たり四半期純利益 円 銭 0 21 円 銭 2 69

（算定上の基礎）     

四半期純利益（百万円）  125  635

普通株主に帰属しない金額（百万円）  82  82

（うち優先配当額）  (82)  (82)

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  43  553

普通株式の期中平均株式数（千株）  206,875  206,079

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

－ － 

（重要な後発事象）

2012/01/16 10:55:4911788349_第１四半期報告書_20120116105524

- 17 -



 該当事項はありません。  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年１月12日

株式会社ＵＳＥＮ 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代 表 社 員
業務執行社員  公認会計士 杉田  純   印 

  
代 表 社 員
業務執行社員  公認会計士 山本 公太  印 

  業務執行社員  公認会計士 増田 涼恵  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＳＥ

Ｎの平成23年９月１日から平成24年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成23年９月１日から平成

23年11月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年９月１日から平成23年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＳＥＮ及び連結子会社の平成23年11月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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